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中国企 業 の ビジネス システムへ の試論

黄 隣

本稿 は 中国 にお け るビ ジネ ス シス テム研 究 に必要 な視角 お よび重要 な課題 の整 理

を 目的 と して いる。産 業や 業種 の特性 を超 えて,一 国の企 業の ビジネス システム に

共通 した特性 が見 られ る。 原材料 産業 か ら消費 まで の付加価 値連 鎖全体 におい て中

国企 業の ビジネス シ ステム に共通 してみ られ る特徴 を論 じるこ とは,こ の試 論の課

題 であ る。本稿 で は,多 様 な タイプの企 業 を念 頭 に置 きな が ら,急 激 に変化 して い

る中 国市場 とい う環境 の なか で 中国企業 の ビ ジネ ス システム に見 られ る特 徴 に注 目

す る。

キ ー ワー ド ビ ジネ ス システ ム,過 剰 参入,ロ ックイ ン現 象,掌 来主 義

は じ め に

この特集号は,「中国におけるビジネスシステムの研究」を共通テーマ として,6編 の研究

論文で編集されている。本稿はこのような編成 にした理由を述べるとともに,中 国における

ビジネスシステムを研究する際に必要な視角 と重要な課題の整理を目的 としている。

中国企業の競争力に対する関心は,2000年 ごろから急速に高 まっている。グローバル化の

流れに乗っている中国の台頭は,経 済 と市場の急成長,と くに製造業の生産力の拡大に支え

られている。一国の経済発展は貿易関係や為替相場の変動などのマクロ経済的要因,ま た政

府の政策運営 に深 く関連 している。グローバル競争のなかでその国が長期的に強いポジショ

ンを占めることができるかどうかにっいては,そ の国の産業競争力をつぶ さに調べ る必要が

ある。 しか しなが ら,産 業競争力の分析 を一国内,あ るいは一地域内に限定することは,グ

ローバル ・ネットワークに組み込まれている企業の場合,あ まり意味をなさないことになっ

てきている(黄,2003)。

中国におけるビジネスシステムに関 しては,い くつかの注目すべ き研究成果が発表されて

いる。.しか しながら,あ る企業や特定の産業に限定 した従来の研究は,中 国におけるビジネ

スシステムの全体的な特徴 を明 らかにすることには至っていないように思 う。この特集号で

は,中 国の工作機械産業から,自 動車産業,自 転車産業,電 子部品産業,そ して小売産業 ま

で取 りあげている。



2 第194巻 第1号

産業や業種の特性 を超 えて,一 国の企業のビジネスシステムに共通 した特性が見 られる。

ある企業に関する事例研究から得た結論,ま た,特 定の産業に関す る研究の成果 を安易に一

般化することは危険であるが,原 材料産業から消費 までの付加価値連鎖全体 において中国企

業のビジネスシステムに共通 してみ られる特徴 を論 じることは,こ の試論の課題である。

中国におけるビジネスシステムを研究するさい,中 国市場で競争 している多様 な形態の企

業に関する深 い理解がなければ,し ばしばステレオタイプの結論や偏った議論になりやすい。

たとえば,「国有企業」という概念に関するある種の固定的なイメージは,急 激に変化する中

国企業の本当の姿を理解することの妨げになる。

本特集号の編集に当たって,意 識的に国有企業,民 営企業,外 資系企業(日 系企業 と米国

系企業)な どを取 りあげるようにした。各執筆者の視点や問題意識は必ず しも統一 していな

いが,全 体 を通 して中国におけるビジネスシステムの多様性が示されている。本稿では,多

様なタイプの企業を念頭に置きなが ら,急 激 に変化 している中国市場 という環境のなかで中

国企業のビジネスシステムに見 られる特徴に注目す る。

以下では,ま ずビジネスシステム研究の分析視角を提示する。つ ぎに,中 国におけるビジ

ネスシステムに関する既存の研究を検討 し,中 国企業のビジネスシステムに関する研究にと

って重要な論点を示す。最後 に,そ こから導出され る研究の課題を論 じる。

1ビ ジネスシステム研究の分析視角

1.1中 国企業に関するイメージの不在

中国の生産力の急激な向上,な いし急速な工業化が日本の経済に与える影響については,

正反対の見方がある(日 中経済協会編,2003)。 一つは 「中国脅威論」である。この見方は2000

年以降に一般化 した といわれている。これまでは,中 国経済の 「貧困 ・遅れている」 という

見方が支配的であったが,そ こで活動 している企業は,時 代遅れの 「国営企業」や 「国有企

業」であり,遅 れている中国の農村での 「郷鎮企業」であった。

「中国脅威論」では,中 国が 「世界の工場」になったとして,日 本の製造業との国内外市

場 をめ ぐる競争が激化 し,日 本企業の生産拠点の海外移転を加速させていることが強調 され

ている。しか しながら,こ の議論のなかには,「世界の工場」を支えている中国の企業に関す

る具体的なイメージはない。あるのは,世 界に輸出される工業製品に占めるメイ ド・イン・チ

ャイナの比率が飛躍的に増大 し,日 本企業が生産拠点 を中国や海外に移転 しているというイ

メージのみである。

1.2ビ ジネスシステム研究の重要性

一国の生産力,そ してその国の競争力を理解するためには,そ の国の企業 を特徴づ けてい
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るビジネスシステムのあり方を明らかにすることはきわめて重要である。

日本のグローバル競争力が もっとも注 目された1985年 ごろ,そ の競争力の源泉をミクロ経

済機構である企業 に求めなければならないとい う指摘がアメ リカではあった。アメ リカの製

品が日本市場にあまり入 り込めないという 「日本市場閉鎖論」に関 して,「その原因は多 くの

場合,輸 入割当,関 税,或 いはその他の国境における規制などにはないと思われる。障壁 は

む しろ,日 本の ミクロ経済機構に根差 した ものであろ うとわれわれは考えている。すなわち

企業間協調 とか,政 府 と産業界 との相互支援体制,さ らには政府による調達の慣行 とか,メ

ーカー,供 給業者,流 通業者間の緊密なネッ トワークなどである」(ダー トウゾス他著,ヱ990,

訳P.5)。

「中国脅威論」に関 しても同様な指摘ができる。すなわち,中 国の競争力も企業 というミ

クロ経済機構の特性に深 く根差 したものだと考えるべ きである。中国の競争力の実態と源泉

を理解するためには,企 業の経営のあり方,企 業間協調の仕組み,企 業 と政府 との関係,さ

らにメーカー,供 給業者 と流通業者間 とのネットワークなどをつぶさに分析す ることが必要

である。

ビジネスシステムという概念は,企 業の内部管理のあ り方,企 業間協調の仕組み,企 業 と

政府 との関係,さ らにメーカー,供 給業者と流通業者間のネ ットワークなどの側面を含めた

ものであると,こ こでは定義 している。混清 しやす く,似 たような概念 としては,「ビジネス

モデル」や 「事業システム」などがある。

ビジネスモデル とは,市 場か ら情報を得 ることか ら始 まり,資 金回収 までのビジネスの一

連のプロセスの仕組みに関する設計思想 とそのデザインを指す概念である(安 室,2003)。 一

国の競争力の源泉であるミクロ経済機構の特性 を捉 えるためには,企 業内部のビジネスプロ

セスに力点 を置 くこの概念は限定 しすぎる。 また,設 計やデザインといったように,企 業の

経営者の選択能力を強調す る点において も,中 国企業の研究には適 しない ところがある。

事業システムはビジネスシステムとはほぼ同義的であるが,前 者はやや企業の内部管理や

組織,戦 略のあ り方などに重きを置 くのに対 して,ビ ジネスシステムはメーカー,供 給業者

と流通業者間のネ ットワーク,企 業問協調の仕組み,さ らに企業 と政府 との関係を重視 して

これらの側面 も研究の視野を入れた概念ぞある。

本特集号のそれぞれの論文は,中 国における企業のビジネスシステムの多様な側面のどれ

かに焦点を絞って研究 した成果である。中国経済全般 を規定す るマクロ経済や制度的な要因

の重要性を過小評価することはできない。 しか しなが ら,中 国の競争力を理解す るためには,

中国における企業の役員会議室,工 場の現場や研究所で起 こっていることを知る必要がある。
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1.3ビ ジネスシステムの特徴の解明

グローバル競争のなかで新 しく台頭 して きた中国企業は中国社会や中国文化の特有の性格

に基づ くビジネスシステムを構築 している。 したがって,そ の特徴を解明することは重要な

研究作業になる。社会の特性 と企業のビジネスシステムに関する研究の例 としては,日 本企

業の 「終身の関係」がある。

「日本経済を担 う企業が大 きな成功を収めてきたのは,欧 米の技術を吸収 し,日 本社会に

特有の性格に基づ く経営の仕組み と組み合わせ てきたからである」 と指摘 したアベグレンは,

1955年 ごろに日本企業 と従業員 との 「終身の関係(lifetimecommitment>」 という日本的経

営の最大の柱を明らかに した(Abegglen,1958,ア ベグ レン,2004,訳pp.117-124)。

日本が欧米以外の国で全面的な工業化 を達成できたのは日本企業の独創的な経営のあ り方,

そ して特徴のあるビジネスシステムを発展させてきたか らである。戦前か ら,日 本の経済発

展 と競争力の源泉であ る企業のビジネスシステムの基本形 はすでに作 られていた。1955年

「当時です ら,成 功 している企業では,日 本文化に特有の性格 に基づ く従業員の採用,訓

練,報 酬の仕組みが経営の基礎になっていることがはっきりしていた」(アペグレン,2004,

訳p.117)。

この例からわかるように,日 本企業の独特の制度や慣行は,1985年 ごろにアメ リカ人が脅

威を感 じた日本企業の競争力を生み出 したが,そ れ らは長い歴史のなかで形づ くられている。

中国経済が急速に発展 し,世 界貿易におけるその地位が大 きく向上 したという事実を説明す

るためには,中 国企業の ビジネスシステムとその背後にある独特の制度や慣行を解明 し,そ

の特徴 を理論的に説明す る必要がある。

2中 国企業のビジネスシステムに関する既存の研究

2.1中 国企業のビジネスシステムの多様性

1949年 以前の段階において,中 国の工業 ・輸送業の固定資産に占める官僚資本 と民族資本

の比率はそれぞれ80%,20%で あった。1949年 の全国工業生産高に占める国有企業の比重は

30%未 満であったが,1958年 の 「大躍進」政策によってその比重は90%近 くまで高められた。

改革開放が開始する1979年 で も,中 国の工業生産高に占め る国有企業の比重は約75%に なっ

ていた。25年 後の2004年 では,こ の比重は35%ま で低下 した。

現在の中国企業には,さ まざまな形態の企業が含 まれている。改革前では,中 央政府や地

方政府 による財政支出で出資 して設立され,計 画によって管理運営されていた国有の中央企

業や地方企業が 「国営企業」 と呼ばれていた。20年 を超える改革プロセスのなかで,財 政支

出によるのではな く,銀 行融資,地 方政府や党 ・政府機関の予算外投資によって設立された

膨大な数の企業が現れた。その中で とくに国有資産が支配的な株主比率を占めなが ら,株 式
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市場から一部の資金を調達 した 「国資企業」 と呼ばれている企業 も多数生 まれている。これ

らの企業はすべて 「国有企業」 という範疇に入るが,そ れぞれのビジネスシステムに異なる

側面があるのは当然である。「国有企業」に比べて,全 国工業生産高の約65%を 占める集団企

業,私 有企業や外資系企業のビジネスシステムはいっそう多様である。

多様 な形態の企業の間で起 こっている熾烈な競争は,中 国企業のビジネスシステムに特有

の性格 を生み出している。激 しい競争に勝 ち残るためには,企 業が内部管理のあり方,メ ー

カー,供 給業者 と流通業者 とのネ ットワーク,そ して競争相手企業 を含めたほかの企業 との

協調の仕組み,さ らに政府 との関係 に工夫を凝 らし,独 特の制度や慣行を生み出 している。

以下では,代 表的な中国企業の特徴 を明 らかにした既存研究を取 り上げる。

2.2中 国企業の内部管理の特徴

中国企業の報酬体系や人事労務管理など内部管理のあ り方は明確な特徴をもっている。中

国企業の多 くが手本に している代表的な中国企業は海爾集団(ハ イアール,Hair)で ある。

ハイアールの市場原理に基づ く内部管理は,中 国の従来の社会主義的管理 とは反対のもので

ある。また,そ の市場主義管理 は日本的管理 とも正反対 ともいえるほど違 う。合理性,計

算,取 引,公 開,個 人,金 銭などの特徴を備えた ドライなハイアールの内部管理の仕組みと

や り方は,中 国人の価値観や中国文化の伝統に適合 して機能 している(吉 原 ・欧陽2006)。

市場原理 に基づ くハ イアールの内部管理は,世 界の先進的な企業の経営に関するさまざま

な考え方を吸収 し,独 自の制度や慣行に編成するプ ロセスのなかから生 まれている(蘇 ・黄

2003)。

2.3中 国企業の製品開発の特徴

中国企業の製品開発には,日 本企業ともアメリカ企業とも異なる明白な特徴がある。「オー

プンの改造競争」(大原2001),ま たは 「アーキテクチャ転換のメカニズム」(李2003,藤 本

2004,2005)と 呼ばれているものである。

「オープ ンの改造競争」とは,「中国の地場企業が国際的な強みを発揮するのは,業 界で事

実上の標準(す なわち 「共通の改造ペース」)と なった既存の成熟製品(ド ミナン トモデル)

に各社がこぞってマイナーな改造を加え,低 価格 とスピー ドで勝負す るような競争」である

(大原2005)。

このような製品開発に見 られ る中国企業の特徴 は,日 本企業が競争力をもつ家電やオー ト

バイだけでなく,乗 用車の開発にも見 られるようになってきている。中国企業のもつ,部 品

のコピーと改造を通 じて製品のアーキテクチャを換骨奪胎 してしまう力は,企 業ネットワー

ク,そ して競争相手企業 との関係に適合 しながら,形 成されたものである。それもまた中国
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企業の成長経路によって規定されている。

初期では,海 外からの技術導入,外 資との技術提携,あ るいは単純な模倣 という形で外国

の成熟 した製品のコピーが行われ,中 核 となる部品が海外から輸入されることが多い。輸入

され る海外のオリジナル製品とコピー した国産品との間に大 きな価格差がある。市場に投入

された新製品に大 きな利潤空間があると期待 して,'さ まざまな形態の企業がこぞって市場に

参入する。

コピーした製品の組立メーカーのほかに,オ リジナル製品や部品のコピー,コ ピー部品の

再コピー品,さ らに部分的に改造を加えた部品を供給す るさまざまな部品メーカーもこの市

場に参入する。そうした部品を寄せ集めて組み立てるメーカーの市場参入によって市場での

同質的な競争相手の数がさらに増える。

その結果,短 期間で市場が供給過剰になり,製 品価格が急激 に低落 し,そ の製品市場の収

益性が低下する。厳 しい価格競争のなかで,製 品差別化のために必要な技術開発投資の資金

を捻出できず,ほ とんどの企業がまったく自主的な中核技術の開発ができない状態に膠着 し

てしまう。

2.4中 国企業の市場戦略の特徴

日本の家電電機企業は,80年 代後半か らのパプル期に家電電機関連のあ りとあらゆる事業

分野に進出 し,次 々と新製品を市場に投入する新製品導入戦略を採用 していた。ある時期に

は一つの製品カテゴリーに複数のブラン ドの百以上の機種(モ デル)が 発売され,互 いに競

い合った結果,支 配的な市場シェアを獲得できるプランドは絶 えず変化 していた。中国市場

でこれに似た市場戦略を採用 していたのが,ハ イアールである。

1985年 に創業 したハイアールは冷蔵庫一機種からスター トしたが,総 合家電メーカーを目

指 して2002年 には家電製品,携 帯電話やパ ソコンなどの81カ テゴリーの製品市場に参入 した。

しか も,一 年間に市場に投入 した新製品数 も,95年 の60モ デルか ら,98年 に252モ デル,2002

年には382モ デル と年々増え,一 日当たり一モデル以上の新製品を市場に投入 している。また,

新モデルの売上が全体の70%以 上を占めている。新製品の開発に当たっては,外 国企業の特

定の製品を 「手本」にして,中 核 となる部品も海外のみならず,中 国国内の外資企業や他の

大手企業か ら調達 している(藤 本 ・李 ・欧陽2005)。

自社の中核技術 に拘 り,研 究開発に経営資源 を重点的に投下する代わ りに,外 部か ら調達

可能な新製品の要素技術をペースに,設 計技術や部品を寄せ集めて,外 観デザインによる製

品差別化戦略,そ して流通チャネルと店頭販売 を重視 し,顧 客サービスによって差別化 しな

がら,絶 えず新製品を市場に継続的に投入するハイアールの市場戦略は,多 製品 ・多事業 を

目指 している中国企業の市場戦略の特徴をよく示 している。
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日本の総合家電メーカーが陥った窮地に,ハ イアール も陥っている。一つの事業 に絞込み,

その事業で支配的な地位 を獲得 した後で初めて次の事業に参入す るという原則を無視 した日

本の総合家電企業 に比べて,ハ イアールのより深刻な経営課題は,自 社の中核技術 と支配的

な地位 をもつ製品市場が少ないことが 「選択 と集中」の事業編成を困難に している点である。

外部 に依存 した新製品の要素技術,設 計や部品による 「寄せ集め型」製品開発,絶 えず新

製品の投入 と外観デザイ ンによる製品差別化,そ して流通チャネル,店 頭販売と顧客サービ

スによるプロモーシ ョンという特徴 は,多 様な製品分野に参入 している中国企業に共通 して

いる。

総合家電メーカーを目指 したハイアールに対 して,特 定の製品分野で トップシェアを目指

した中国企業の市場戦略にも,特 有の性格がみ られ る。

その もっとも代表的な事例は,中 国の電子 レンジメーカーの トップである格蘭仕(ガ ラン

ツ,GALANZ)で ある。2005年,格 蘭仕の電子レンジの生産台数は2000万 台を超 え,そ の う

ち,1400万 台が海外に輸出されて世界での市場 シェアが約50%に なっている。

格蘭仕の前身は1978年9月 に広東省順徳市に建設 したダウン製品工場である。1983年 に,

香港の会社,広 東省畜産輸出入公司との三者合弁で 「華南毛紡工廠」が設立され,日 本から

最新の生産 ラインが導入 された。中国の郷鎮企業の上位企業 に成長した格蘭仕の経営 トップ

は,1991年 にダウン衣料品などの輸出市場の見通 しが良 くないと判断 し,家 電市場に進出 し

ようと決め,小 型家電に絞 り,電 子 レンジを主力製品 として参入 した。

1991年 当時では,中 国国内の電子 レンジ市場は未開拓で国内メーカーが四社 しかなく,国

内市場の大半が外国プラン ドによっで占められていた。格蘭仕はまず電子 レンジの専門家 と

技術者を上海か ら招いて任用 し,創 業からの10年 間で蓄積 した資金を使って東芝から当時最

先端の 自動生産ラインと中核部品を導入 し,東 芝 とは技術指導契約 も結んで1992年9月 に格

蘭仕プラン ドの一台目の電子レンジを生産 した。生産台数が1993年 の1万 台か ら1995年 の格

蘭仕ブランドの電子レンジの販売量が25万 台に達 し,中 国国内の市場 シェアの25%を 占め,

中国市場での トップメーカーとなった。

中国の電子 レンジ市場は1995年 の約100万 台か ら急速に200万 台以上 に拡大する勢いの1996

年8月 に,格 蘭仕は価格 リーダーシップ戦略 を採用 し,平 均 して40%の 値下げを踏み切った。

格蘭仕プラン ドの生産台数は96年 に65万 台を超え,中国全土の約35%の シェアを占めた。1997

年10月 に格蘭仕は二回目の値下げを行い,下 げ幅が機種 によって29%～40%で あった。 この

年の販売台数が198万 台に達 し,市 場シェアが48%に なった。

格蘭仕が電子 レンジ市場に参入 した当時では,中 国国内の潜在的な市場規模が大 きく,競

争相手 となる国内メーカーの生産規模は10万 台程度であった。 また,高 い市場シェアを占め

ていた外国ブランド電子レンジの販売額が海外メーカーの総売上に占める比率はわずかであ
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った。

生産規模を年々倍増させた格蘭仕は,世 界の家電組立生産基地 となっている広東省の地元

で,生 産技術が成熟 していた部品を容易に調達することができた。格蘭仕は電子 レンジの生

産に絞 り,1995年 に何百万 ドルのダウン製品の注文を断わった。この段階では,格 蘭仕は巨

大な生産規模による世界最強の価格競争力 という戦略を明確に した。 と同時に,電 子 レンジ

の専業メーカーとして,1995年 以来,電 子 レンジに関連 した100余 りの特許を取得 し,100種

類以上の新製品を開発 した。 また,電 子 レンジのコア部品マグネ トロンの生産技術,世 界最

新鋭の金型設計の設備 と精密加工技術の組立ラインを海外から導入 した。格蘭仕が仕掛けた

価格競争に直面 した多 くの競合者は否応なく電子レンジ生産から撤退 し,市 場規模が急速拡

大するなかで格蘭仕の市場 占有率が上昇 した。

1998年5月 に格蘭仕の中国国内での市場シェアが73.5%に な り,ア ジア通貨危機の余波を

受けた外国ブランドの中国での生産ラインを買い取 り,生 産能力は格段 と大 きくな り,1998

年の格蘭仕の電子 レンジ年販売量が450万 台に達 した。また,EUに よる韓国メーカーに対す

るダンピング提訴のチャンスを利用 して,EUへ のOEM供 給を実現 した。 さらに,こ の年

から製品の多角化 を図 り,炊 飯器の生産台数が250万 台に達 し,世 界最大の炊飯器メーカーと

もなった。1999年格蘭仕の電子 レンジ出荷台数が600万 台に達 し,国 内販売 と輸出がそれぞれ

50%に なり,中 国国内市場の占有率が67.1%,EU市 場の占有率が25%に 達 した。

2000年 に,格 蘭仕の生産台数が電子レンジで1200万 台,炊 飯器で800万 台にな り,新 しく進

出する扇風機市場の生産規模が二年間で2000万 台に達 した。

格蘭仕の成長プ ロセスは,特 定の製品カテゴリーに専業化 したメーカーとしての中国企業

の市場戦略の特徴 を明確に示 している。 まず巨大な国内潜在市場の急成長を見込んで,海 外

から成熟 した製品技術,生 産設備 と部品技術 を導入する。生産規模をてこに価格競争を仕掛

けて市場シェアを拡大させ る。一方では,世 界から最新鋭の生産ライン,部 品技術 と生産設

備 を導入する。そ して,市 場機会を捉えて海外へのOEM供 給によって海外市場 に輸出する。

2003年 に格蘭仕は世界中の企業248社 に電子 レンジをOEM供 給 している。1997年か ら1999年

までの輸出製品の自社プランドとOEM供 給の比率が10:90か ら30:70,さ らに40:60と,自

社プランドによる輸出比率が上昇 した。

2.5中 国企業の戦略的経営の特徴

表1は,中 国家電エレク トロニクス企業の トップ十社に関する経営指標 を示 している。輸

出(OEM供 給を含めた)額 の営業収入総額に占める比率 をみると,二 つのグループに分れる

ことがわかる。上海広電集団,TCL集 団,広 東美的集団の輸出比率が40%,33%,29%と 高

く,海 爾集団,聯 想集団,北 大方正集団 とは対照的になっている。
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上海広電集団は,上 海市政府が管轄の総合家電エレク トロニクスグループ企業である。そ

の傘下には,「金星」ブランドのカラーテレピ,「SVA」 プラン ドのパ ソコン,「上海シャープ

(夏普)」プランドめエアコンなど多数のプラン ドを有 し,ソ ニー,シ ャープ,NEC,シ ーメ

ンズなどとの投資額500万 ドル以上の合弁企業が20社 を含め,外 国企業 との合弁企業が40も 設

立 されている。この ような巨大な国有企業のグループ経営に関 しては,そ の ビジネスシステ

ムに関する研究はまだなされていない。

また,研 究開発費が営業収入に占め る比率が14%を 超えて,他 の中国家電エレク トロニク

ス企業 とは際立って異なる 「華為技術」集団のビジネスシステムにも注 目すべきである。

表1中 国家 電エ レク トロニ クス企業 トップ十社

(2003年 売上,単 位は万元, 出所:中 国信息産業部)

順位 社名 営業収入 利潤総額 納税額 輸出納品額 R&D支 出 情報化投資

1 海 爾 集 団 冶,064,840 145,714 176,850 490,372 385,000 8,000

2 聯 想 控 股 4,033,096 123,730 75,433 176,936 115,818 6,500

3 TCL集 団 3,820,434 ユ42,340 180,267 1,279,382 128,842 5,421

4 上 海 広 電 3,068,636 134,906 36,402 1,239,655 104,144 1,175

5 熊猫電子集団 2,632,697 56,989 46,166 768,055 31,182 1,800

6 海 信 集 団 2,211,327 30,749 61,428 295,171 80,184 9,524

7 華 為 技 術 2,166,990 381,031 281,399 371,205 317,885 *

8 北大方正集団 1,812,026 82,746 33,691 45,265 94,100 5,100

9 広東美的集団 L750,000 37,200 50,000 4ユ5,000 54,000 6,000

10 中 興 通 訊 1,745,705 121,914 221,543 216,864 133,151 *

順位 社名 % 売上利益率 税 引き前 輸出比率 R&D比 率 IT投 資比率

1 海 爾 集 団 100.0 1.81 4.00 6.08 4.77 0.10

2 聯 想 控 股 50.0 3.07 4.94 4.39 2.87 0.16

3 TCL集 団 47.4 3.73 8.44 33.49 3.37 0.14

4 上 海 広 電 38.0 4.40 558 40.40 3.39 0.04

5 熊猫電子集団 32.6 2.16 3.92 29.17 1.18 0.07

6 海 信 集 団 27.4 1.39 4.17 13.35 3.63 0.43

7 華 為 技 術 26.9 17.58 30.57 17.13 14.67

8 北大方正集団 22.5 4.57 6.43 2.50 5.19 0.28

9 広東美的集団 21.7 2.13 4.98 23.71 3.09 0.34

10 中 興 通 訊 2L6 6.98 19.67 12.42 7.63

上海電気集団総公司(SEC,以 下 「上海電気」)はグループ企業320社 を有 し,従 業員が16万

人 を抱 える大型国有企業集団である。上海電気は旋盤,電 力設備,交 通運輸設備などの製造

で中国最大のメーカーであり,傘 下には三菱電機,日 立,松 下,シ ーメンスなどと130社 余 り

の合弁企業 を設立 したが,肝 心なコア技術の獲得が難 しいと同社は見ている。そのため,同



10 第194巻 第1号

社は1999年 に日本にSECジ ャパ ンを設立 したほか,ド イツなどで も技術力を持つ,経 営不振

に陥る中小企業の情報を収集 している(JETRO上 海ニュース2004/08)。

グループ全体に占める経営赤字の企業数が30%も あったほど,経 営が一時悪化 した。その

ため,同 社は企業再編 を行い,上 海宝鋼集団公司など6社 か ら27億5,000万 元の外部資金 を導

入 し,傘 下の優良企業17社 を吸収 した子会社 を2004年3月 に新設 した。新設会社が2004年 末

に香港 に上場 し,さ らに5億 ドルから10億 ドル を調達する計画を打ち出し,グ ループ全体の

債務削減 も図られている。一方,中 国工商銀行の不良債権 を処理する 「華融資産管理公司」

と債務の減額 ・免除を合意 し,グ ループ企業約100社 が計52億5,000万 元の債務を8億 元強に

圧縮 した。

上海電気のような豊富な資金を武器に技術開発力の向上 を図る大型国有企業は,対 外投資

に強い意欲 を見せている。2004年8月 に,上 海電気が日本の工作機械メーカーの池貝を買収

する方針を決めた。2002年2月 にアキヤマ印刷機製造を買収 した上海電気にとって,池 貝の

買収は 日本企業 に対す る2件 目のM&Aで ある。2003年 末,同 社は資金繰 りが困難 となった

ドイッの旋盤メーカー(Wohlenberg)の53.5%の 株式 を48万ユーロで取得 し,傘 下に収めた。

同時に大型デジタル旋盤の技術を手に入れた上海電気は,小 型旋盤の技術を持つ池貝に注 目

し,池 貝を買収 した。

同社の子会社である上海光華印刷がアキヤマの技術を導入 して,国 内初の単面全色印刷機

の開発に成功 し,今 まで先進国に比べ18年 も遅れた技術力のキャッチアップを果 した。 さら

に,上 海光華印刷がアキヤマの販売ネットワークとブランドカを利用 して,売 上高が前年比

30%超 と急成長 した。買収された企業の再建 もうまく進んでいる。アメ リカの投資会社のモ

ーニ ングサイ ドと共同(900万 ドルの買収額 を半々)で 買収 したアキヤマは2002年 度に続 く

2003年 度も経営黒字で,売 上高が2002年 度に比べ52%増 の60億 円を達成 した。また,ド イツ

の旋盤メーカーにおいて も2004年1～5月 の売上高がすでに2003年 の3分 の2に 超えた。

豊富な資金を持つ大型国有企業は短時間で技術力を向上 させ るため,海 外でのM&Aを 戦

略的な経営の手段 としている。 しか しなが ら,巨 大な国有企業グループの実態をつぶさに明

らかにした研究がまだない。表1に 示 されている企業のように,「今はあまり知 られていな く

て も,こ の中から5年 後,10年 後には世界企業が何社か生 まれているかもしれないし,あ る

いは激化する市場競争のなかで一社 も生 き残れないかもしれない」(黒 田,2001)。

3中 国企業の ビジネスシステム研究に必要な視角

ビジネスシステム研究は,産 業や業界 を超 えた共通性を重視する。中国企業のビジネスシ

ステムに関す る既存の研究からは共通 して見 えてくる特徴が二つある。

まず,有 望な潜在市場への新規参入は常に過剰であ り,そ の結果,熾 烈な価格競争が引 き
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起 こされ,業 界全体の収益性が悪化の一途をたどる。では,な ぜ中国で過剰参入が常に起 こ

るのか,さ まざまな参入障壁があるにもかかわらず,新 規の製品市場への参入が過剰になる

メカニズムが存在する。第二に,過 剰競争の結果,晶 質,開 発力と生産技術 をめ ぐる競争 に

向わず,低 価格競争に膠着する状態をもたらしている。 しか も,ロ ックインした成熟技術に

よるローエ ンド製品が消費者に受け入れられ,需 要をローエン ド市場細分に押 し込まれてい

る。では,な ぜ このような状態を打破す る力が生まれないのか。

3.1過 剰参入のメカニズム

新 しい市場への参入障壁が高い場合で も,中 国では企業が過剰に参入するメカニズムが働

いている。 ここでは,企 業 と政府の関係,外 資 との関係,研 究開発の外注化 といった点のみ

取 り上げる。

3.1。1地 方政府の政治的な業績をめ ぐる競争

90年代 に入 ると,計 画経済的な要素は薄 まるが,地 方政府が地元経済の発展を目標 にした

政治的な業績 をめぐる地域間の競争が起こった。地域資源の移出移入をめ ぐる地域保護主義

が,地 方政府が管轄 している企業に有望な潜在市場への参入 を促す。新たに選出した地方幹

部は,次 々と新 しいプ ロジェク トを打ち上げて業績 を競 う。

3.1.2政 府 と企業 との関係

国有企業の改革は,多 様な形態の企業を出現させた。財政 によって出資する純粋の国有企

業の数がます ます少な くなり,銀 行融資や予算外資金による投資で設立 した企業が増える。

競争の厳 しい業種であっても,地 方政府が投入する初期資金が少ないため,指 名 された創業

の経営者がうま く企業 を立ち上げることができれば,地 方政府は経営 には干渉せず,経 営者

に完全に任せるという暗黙の了解ができあがる。企業の数が増え,財 政収入 と雇用の増加は

政府の政治的な業績にな り,経 営者は企業 を実質的に支配する一方で政府からの支援を最大

限に引き出すためにも,企 業の成長を維持 しようとするメカニズムが働 く。

3.1.3外 資導入との関係

地方政府にとって,導 入された外資企業の数,外 資の金額,そ して世界 トップ500社 のうち

何社 を誘致 したのか も政治的な業績 になる。外資の導入が不足 している資金を補い,地 方の

財政収入や雇用の増加につなが るが,同 時に技術 と経営ノウハウも導入される。導入 された

オ リジナルのモデルが市場でヒットすると,そ れをべ一スにしたさまざまなタイプのコピー

モデルが生 まれる。

3.1.4研 究開発の外注化

国有企業が抱 えていた技術者や専門家が改革によって社会に分散 したが,初 期の研究開発

を支 える技術者はこの ようなルー トで供給されることが多かった。90年 代以降,導 入される
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新 しい技術が複雑になればなるほど,外 資系企業か ら技術者 を引 き抜 き,外 資系企業を引退

した外国人の技術者や管理者を雇用するケースが増えている。研究開発の必要性が高 くなっ

て くると,大 学や研究機関が外注の受け皿になる。中国の大学が技術 ・人材 ・資金の集積拠

点 とな り,企 業の研究開発活動のべ一スキャンプになっている。

3.2ロ ーエン ド市場へのロックイン

過剰競争の結果,市 場の発展は品質,開 発力 と生産技術をめぐる競争に向わず,低 価格競

争に膠着する状態にとどまる。中国市場で繰 り返 し観察できるが,洗 濯洗剤,電 子 レンジ,

DVDプ レイヤ,カ ラーテ レビなどのように,競 争が激化 して価格が急激に下落 した結果,最

後 にコス トリーダーシップを握 っている トップメーカーのプラン ドなど少数の企業 しか市場

に残 らなくなる。

図1の ように,マ ーケティングの理論的な世界では,品 質,プ ラン ドやサービスは製品差

別化の手段であ り,最 高級品を供給するメーカーが存続 しえる市場細分がある一方で,専 門

店で販売するプランド品やスーパーで販売す る量産品にも対応 した市場の需要がそれぞれ細

分化されて存在する。

しか しなが ら,中 国においては,熾 烈な競争 と過剰参入によって,短 期間に市場需要がコ

ス トリーダーによって設定 した価格水準以下に押 し込め られ,ほ んの一部のハイエ ンドの消

費を除いて,品 質やブランドによる製品差別化はきわめて困難になる。特定のメーカーやブ

ラン ドに対するロイヤ リティが形成され る前に,価 格が急激に下落 してローエン ド市場への

ロックイン現象が起 こる。

図1製 品差別化と市場細分化の関係
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このような市場においては,コ ス トリーダーシップ を握 る トップ集団の企業 も過剰参入 し

て くる競争相手 を完全に市場から排除することができず,コ ピー製品の価格競争の圧力を受

け続ける。資金 と時間をかけてオ リジナル製品や新 しい要素技術を開発するインセンティブ

が生 まれないため,ハ イアールのように絶えず外部か ら新 しい製品技術 と基本モデルを導入

して製品多様化の道に進むか,あ るいは,格 蘭仕のように成熟化 した特定の製品分野におい

て世界中の需要 に対応できるほどの規模 を求める道 しかない。

4残 されている課題

中国の第11次 五 ヵ年規劃(=企 画)が スター トしたが,そ のなかで 「自前の知的財産権 と

著名のブラン ドを有する,国 際競争力の強い優位企業群の形成」を国家 目標の一つとしてあ

げている。2006年1月 に北京で開かれた全国科学技術大会において,胡 錦濤総書記が基調演

説の 中で,イ ノベーシ ョン(中 国語では創新)を 「原始創新」,「集成創新」 と 「消化吸収

創新」の三種類 と定義づけて,革 新の主体 を企業 とし,外 国企業誘致の力点を生産基地か ら

R&D基 地へ移行する軌道修正 を明確にした。また,企業がR&Dへ 注力するインセンティブ

としての財政 ・税制 ・金融面での優遇,ベ ンチャー ・キャピタルの発展促進などの一連の具

体措置を挙げた。

一国の競争力は最終的に企業の競争力に根差 している。中国企業のビジネスシステムの特

徴は,中 国市場の独特な制度的な要因や中国の社会的 ・文化的な背景を反映 している。企業

内部の経営のあ り方だけでなく,政 府と産業界 との相互支援体制,企 業間の協調 と競争の関

係,さ らにメーカー ・供給業者 ・流通業者間のネットワークに相互補完的なメカニズムが存

在すると仮定すれば,さ まざまな企業の事例 に見 られる共通 した特性がより明確に見えるで

あろう。

急激に変化するとい うことは しば しば外部か ら不安定に見 えるが,内 部の視点ではそれを

柔軟性 として捉えることができる。オリジナルな研究開発力や基幹部品の製造技術の不足,

そ してブラン ドの確立が遅れていることは現在の中国企業の ビジネスシステムの弱点である。

いろいろな技術の組み合わせによる革新,あ るいは積極的な国際M&A(大 西,2006)に よ

ってローエン ド市場へのロックインを解除 し,持 続的な成長を維持する工夫が生まれるのか。

このような問いは,中 国企業のビジネスシステムに関する研究の核心的な課題のひとつであ

る。

企業の競争力は,企 業内部に蓄積 している独 自の経営資源に根差 している。この ような視

点か らみれば,中 国企業のビジネスシステムの特徴である 「掌来(ナ ライ)主 義」一表象的

には外資依存型の発展,「 オープンの改造競争」,研 究開発の外注化など一 には,よ り根幹的

で難 しい課題 を抱えている。「阜来主義」という表層的な行為は,中 国企業の経営者 に広 く見
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られる短期的な経営志向,さ らに社会主義市場経済のもとでの企業の所有関係 と企業統治に

かかわる曖昧な状況に深 く関係 している。競争力を持続させるための独 自の経営資源を蓄積

しようとする企業経営者のマインドが果 たして形成できるのか。この問いは,中 国企業のビ

ジネスシステムに関する研究の より深層的な課題である。
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